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四條畷市既存民間木造住宅耐震改修計画作成補助金交付要綱 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、建築物の耐震改修の促進に関する法律（平成７年法律第１

２３号）の趣旨にかんがみ、本市に存する木造住宅（国、都道府県又は市町村

等が所有する木造住宅を除く。）の耐震改修を促進するため、当該木造住宅の

所有者に対し、四條畷市既存民間木造住宅耐震改修計画作成補助金（以下「補

助金」という。）を交付することについて必要な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定める

ところによる。 

(1) 木造住宅 建築基準法（昭和２５年法律第２０１号。以下「法」という。）

第２条第１号に規定する建築物のうち構造が木造（構造の一部が木造以外で

あるものを含む。）のもので、一戸建の住宅、長屋住宅又は共同住宅（住宅

以外の用途を兼ねるものを含む。ただし、当該用途に供する部分の床面積が

延べ面積の２分の１未満であるものに限る。）をいう。 

(2) 耐震診断 建築物の耐震改修の促進に関する法律（平成７年法律第１２３

号）第４条第２項第３号の指針に基づき、耐震改修技術者が木造住宅の耐震

性について判定するものであって、一般財団法人日本建築防災協会による木

造住宅の耐震診断と補強方法に定める一般診断法又は精密診断法（時刻暦応

答計算による方法を除く。）によるものをいう。 

(3) 耐震改修技術者 次に掲げる建築技術者をいい、その者が所属する建築士

法（昭和２５年法律第２０２号）第２３条第１項の規定により登録を受けて

いる建築士事務所及び建設業法（昭和２４年法律第１００号）第２条第３項

に規定する建設業者を含むものとする。 

ア 一般財団法人日本建築防災協会主催の木造住宅の耐震改修技術者講習会

を受講し、「耐震改修技術者講習会受講修了証」の交付を受けた者 

  イ  公益社団法人大阪府建築士会主催の既存木造住宅の耐震診断・改修講習

会を受講し、かつ、受講修了者名簿に登録された者 

 (4) 耐震改修計画 耐震診断の結果、総合評価における上部構造評点が 1.0

未満の木造住宅に対し、1.0 以上に高める計画で、耐震改修技術者が作成し

たものをいう。 

(5) 耐震改修工事 耐震改修計画に基づき、耐震改修技術者による工事監理が

行われた工事をいう。 
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（補助対象木造住宅） 

第３条 補助金の対象となる木造住宅（以下「補助対象木造住宅」という。）は、

次に掲げる要件を全て満たすものとする。ただし、既にこの要綱に基づき、補

助金の交付を受けたものを除く。 

(1) 本市に存する木造住宅であること。 

(2) 原則として、法の規定に適合し、昭和５６年５月３１日以前に法第６条第

１項の規定による建築主事の確認を受けて建築された木造住宅であること。 

(3) 現に居住しているもの 

(4)  耐震診断の結果、総合評価における上部構造評点が 1.0 未満であること。 

(5) 賃貸住宅でないもの 

（補助対象者） 

第４条 補助金の交付の対象となる者（以下「補助対象者」という。）は、補助

対象木造住宅を所有する個人であって、次に掲げる要件を全て満たすものとす

る。 

(1)  補助金の交付申請時の直近の課税所得金額が５,０７０,０００円未満の

者であること。 

(2) 第８条の規定による補助金の交付の申請を行おうとする年度の前年度分

の四條畷市の固定資産税及び都市計画税を滞納していない者であること。 

(3) 四條畷市既存民間木造住宅耐震改修工事補助金の交付を受ける者である

こと。 

（補助対象費） 

第５条 補助金の交付の対象となる費用は、耐震改修計画の作成に要する費用と

する。 

（補助金の額等） 

第６条 補助金の額（１，０００円未満の端数があるときは、これを切り捨てた

額）は、１戸あたり１００，０００円を限度額とする。ただし、当該耐震改修

計画の作成に要する費用の３割以上に相当する費用は、補助対象者の負担とす

る。 

２ 補助金の交付に当たっては、予算の範囲内で交付するものとする。 

（事前協議） 
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第７条 補助金の交付を受けようとする者は、耐震改修計画を作成する前に、四

條畷市既存民間木造住宅耐震改修計画作成事前協議書（様式第１号）に次に掲

げる書類を添えて、市長と協議しなければならない。 

（1） 法第６条第４項の規定に基づく申請建築物の確認済証の写し 

（2） 法第７条第５項の規定に基づく申請建築物の検査済証の写し 

（3） 前２号に掲げる書類がない場合は、建築確認年月日又は工事完了年月日が

確認又は推測できるもの（「固定資産税・都市計画税 納税通知書」内の固定資

産税（土地・家屋・償却）課税明細書等） 

（4） 耐震改修工事前の耐震診断報告書の写し 

（5） 前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類 

２ 本市の耐震診断補助金の交付を受けた後に当該協議を行う場合において、前

項の規定により添付する書類は、同項の規定にかかわらず次に掲げるものとする。 

（1） 四條畷市既存民間建築物耐震診断補助金交付決定通知書の写し 

（2） 前号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類 

（補助金の交付申請） 

第８条 前条に規定する事前協議が整った者は、耐震改修計画の作成を実施する

前に、四條畷市既存民間木造住宅耐震改修計画作成補助金交付申請書（様式第

２号）に次に掲げる書類を添えて、市長に提出しなければならない。 

(1) 建物現況図（付近見取図、配置図、平面図等） 

(2) 耐震改修計画作成費見積明細書 

(3) 耐震改修技術者であることを証する書類 

(4) 調査の同意書（様式第３号）（必要な場合のみ提出） 

(5) 申請者以外の者が申請手続をする場合は、委任状 

(6) 前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類 

２ 前項の規定による申請は、各年度の４月１日から１２月２８日までに行わな

ければならない。ただし、市長がやむを得ない事情があると認めるときは、こ

の限りでない。 

 

（補助金の交付決定及び通知） 
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第９条 市長は、前条の規定による申請書を受理したときは、当該申請の内容を

審査し、適当と認めたものについて、予算の範囲内において、補助金の交付を

決定し、四條畷市既存民間木造住宅耐震改修計画作成補助金交付決定通知書（様

式第４号）により、当該申請者に通知するものとする。この場合において、市

長は、当該補助金の交付について条件を付することができる。 

２ 市長は、前項の規定による審査の結果、補助金を交付しないことを決定した

ときは、四條畷市既存民間木造住宅耐震改修計画作成補助金不交付決定通知書

（様式第５号）により、当該申請者に通知するものとする。 

（耐震改修計画作成の着手） 

第１０条 前条第１項の規定による通知を受けた者（以下「補助決定者」という。）

は、当該通知を受けた日から３０日以内に耐震改修計画作成に着手するものと

し、着手したときは直ちに四條畷市既存民間木造住宅耐震改修計画作成着手届

（様式第６号）により市長に届け出なければならない。 

（補助金交付申請内容の変更及び耐震改修計画作成の中止） 

第１１条 補助決定者は、第８条第１項の規定による申請の内容を変更しようと

するときは、四條畷市既存民間木造住宅耐震改修計画作成変更承認申請書（様

式第７号）に次に掲げる書類を添えて、速やかに市長に申請し、市長の承認を

受けなければならない。 

(1) 変更後の耐震改修計画作成の見積明細書（耐震改修計画作成費が分かるも

の） 

(2) 申請者以外の者が申請手続をする場合は、委任状 

(3) 前２号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類 

２ 市長は、前項の規定による承認の申請があった場合において、その内容を審

査し、適当と認めるときは、四條畷市既存民間木造住宅耐震改修計画作成補助

金交付決定変更通知書（様式第８号）により補助決定者に通知するものとする。

この場合において、必要と認めるときは、補助金の額その他補助金の交付の決

定に係る内容等を変更することができる。 

３ 補助決定者は、やむを得ない理由により耐震改修計画作成を中止しようとす

るときは、四條畷市既存民間木造住宅耐震改修計画作成中止届（様式第９号）

により速やかに市長に届け出なければならない。 

４ 前項の規定による耐震改修計画作成中止の届出が受理されたときは、第９条

の規定による補助金の交付の決定は、取り消されたものとみなす。 

（完了報告） 
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第１２条 補助決定者は、耐震改修計画の作成が完了したときは、完了した日

から起算して１５日以内又は当該会計年度の２月末日のいずれか早い日まで

に、四條畷市既存民間木造住宅耐震改修計画作成完了報告書（様式第１０号）

に次に掲げる書類を添えて、市長に提出しなければならない。 

（1）耐震改修計画書（計画平面図、補強計画図、使用材料の資料、認定書等） 

（2）耐震改修計画に基づく効果判定書（改修工事後の耐震診断の数値が 1.0 以上

に高まることがわかるもの） 

（3）耐震改修工事費の見積書 

（4）耐震改修計画の作成に要した費用の請求書及び明細書の写し 

（5）前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類 

（補助金の額の確定） 

第１３条 市長は、前条の規定による報告書を受理したときは、当該報告書の内

容を審査し、耐震改修計画作成が適正に行われたと認めるときは、補助金の額

を確定し、四條畷市既存民間木造住宅耐震改修計画作成補助金交付額確定通知

書（様式第１１号）により当該補助決定者に通知するものとする。 

（補助金の請求） 

第１４条 補助決定者は、前条の規定による通知を受けたときは、四條畷市既存

民間木造住宅耐震改修計画作成補助金請求書（様式第１２号）に補助対象費の

領収書を添えて、市長に当該通知に定める補助金の交付確定額を請求するもの

とする。 

（補助金の交付） 

第１５条 市長は、前条の規定による請求書を受理したときは、当該請求の内容

を審査し、適当と認めるときは、補助決定者に対し補助金を交付するものとす

る。 

（交付決定の取消し） 

第１６条 市長は、補助決定者が次の各号のいずれかに該当すると認めるときは、

補助金の交付の決定の全部又は一部を取り消すことができる。 

(1) 偽りその他不正な手段により補助金の交付を受けたとき、又は受け           

ようとしたとき 

(2) 補助金を交付の目的以外で使用したとき 

(3) 補助金の交付の決定に付した条件に違反したとき 
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(4) この要綱又はこれに基づく指示に違反したとき 

(5) 耐震改修計画作成の遂行の見込みがないとき 

(6) 前各号に掲げるもののほか、補助金を交付することが不適当であると認め

るとき 

２ 市長は、前項の規定により補助金の交付の決定を取り消したときは、四條畷

市既存民間木造住宅耐震改修計画作成補助金交付決定取消通知書（様式第１３

号）により補助決定者に通知するものとする。 

（補助金の返還） 

第１７条 市長は、前条の規定により補助金の交付の決定を取り消した場合にお

いて、当該取消しに係る補助金を既に交付しているときは、四條畷市既存民間

木造住宅耐震改修計画作成補助金返還命令書（様式第１４号）により、期限を

定めて補助金の返還を命じることができる。 

（指導及び助言） 

第１８条 市長は、補助事業の適正かつ円滑な執行を図るために、補助決定者に

対し、必要な報告を求め、指導及び助言をすることができる。 

（その他必要な事項） 

第１９条 この要綱に定めるもののほか、補助金の交付について必要な事項は、

市長が別に定める。 

附 則 

（施行期日） 

この要綱は、平成２３年７月１日から施行する。 

附 則 

（施行期日） 

この要綱は、平成２４年４月１日から施行する。 

附 則 

（施行期日） 

この要綱は、平成２５年４月１日から施行する。 

附 則 

（施行期日） 
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この要綱は、平成２６年６月１日から施行する。 

附 則 

（施行期日） 

この要綱は、平成２７年４月１日から施行する。 

附 則 

（施行期日） 

この要綱は、平成３０年４月１日から施行する。 

 

 


